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南海トラフ巨大地震津波は大規模な津波を発生させる恐れがあり，大量の水だけでなく，海底土

砂も陸域を遡上すると容易に予想される．陸上における海底土砂の堆積は避難行動，救助・救護・

救援活動にも大きな影響を与えると考えられる．そのため，土砂堆積の状況を予測することは，

非常に重要であると考えられる．本研究では，南海トラフ巨大地震津波により輸送される土砂が

大阪市域の河川沿いにどのように堆積するかを数値解析によりを行い分析した． 
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1. はじめに

津波はめったに起こらない現象だが，非常に大きな被害をもたらす．津波により輸送される海水が街へ浸入すれ

ば，海水を排水するのに雨水排水ポンプに頼る必要がある．特に，海抜ゼロメートル地帯において，海水は自然に

排水が難しく，排水設備は街の機能回復に必要不可欠な存在である．しかし，津波は海水だけでなく，海底土砂も

同時に輸送する．松富ら 1)は津波が RC造建築物に作用する際に，水中に砂を含む場合と含まない場合で建築物に

作用する水平力の相違を実験的に検討し，津波荷重は浮遊砂濃度に依存すると述べている．山下ら 2)は気仙沼市に

おいて東日本大震災による土砂移動を数値的に再現し，土砂の移動の影響により被害実績が最大で 40%の木造家

屋が流失したと推定している．このほかにも土砂の堆積によって避難行動，救助・救護・救援活動に大きな影響を

与えてしまう可能性がある．したがって，津波による被害を最小限にとどめるためには，陸上に遡上する水中の土

砂濃度やその堆積厚などを予測することが重要である． 

 津波による海底土砂の輸送に関する研究は今まで数多く実施されている．高橋ら 3)は津波による海底土砂の輸送

の予測方法を質量保存則に基づいて開発し，チリ地震による気仙沼湾における海底土砂輸送の解析を行った．

Sugawara et al.4) はその解析法を改良し，仙台湾における東日本大震災による海底土砂の再現計算を行った．さら

に，有光ら 5) は開発されたモデルに対して海底土砂の輸送過程に及ぼす流砂パラメーターの影響を調査した．し

かし，これらの研究は海域における海底土砂の輸送過程がほとんどであり，陸域における土砂堆積に焦点を当てる

事例はまだ少ない． 

 そこで，本研究では，南海トラフ巨大地震津波により輸送される海底土砂の堆積状況を予測することを目的とす

る． 

2. 数値解析手法

(1) 津波伝播の支配方程式

図 1 に示すような座標系を設定し，式(1)～(3)で示される質量保存式および浅海長波方程式を解くことによっ

て，津波の伝播・遡上計算を行った．基礎式の離散化にはスタガード格子を用い，時間差分にはリープフロッグス

キームを用い，移流項および摩擦項の空間差分には一次風上差分，静水圧項の空間差分には中心差分を用いた． 
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ここに，𝜂は水面変動，𝑡は時間，𝑀および𝑁はそれぞれ𝑥軸および𝑦軸の線流量，𝐷 = ℎ + 𝜂は全水深，ℎは朔望平均

満潮における水深，𝑔は重力加速度である．𝑛はマニングの粗度係数で海域において 0.025 で与え，陸域では内閣府

が公表しているマニング粗度係数の分布 6)を用いた． 

図 1．水深および座標の概要 

(2) 土砂移動計算の支配方程式

本研究では，土砂の移動計算は高橋ら 3)により開発され（以下，高橋モデル），Sugawara et al.4)により海底の傾斜

が考慮できるように改良されたモデルを用いた． 当モデルは掃流砂層と浮遊砂層から成る．海底土砂が底面せん

断応力により転動および滑動により移動する掃流砂量𝑞𝐵は以下の式で求めた． 

𝑞𝐵 = 𝛼√𝑠𝑔𝑑3(𝜏∗ − 𝜏𝑐𝑟)
3

2⁄  (4)

ここに，𝛼 = 5.95は掃流砂量係数)，𝑠は砂粒子の水中比重，𝑑は砂粒子の粒径である．𝜏∗ = 𝑢∗
2/𝑠𝑔𝑑はシールズ数

である．𝑢∗ =
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3⁄
𝑀√𝑀2 + 𝑁2は底面摩擦速度，𝜏𝑐𝑟 = 𝑢𝑐𝑟

2/𝑠𝑔𝑑は土砂が移動をし始めるために必要な限界シール

ズ数，𝑢𝑐𝑟 = 1.06 × 10−2 m/s4)である．また，掃流砂量𝑞𝐵に海底の傾斜を考慮するために，式(4)を以下のように書

き換えた． 

𝑄𝐵𝑥 = 𝑞𝐵𝑥 − |𝑞𝐵𝑥|𝜀
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(5) 

ここに，𝜀は掃流砂輸送に対する傾斜の影響を表す係数，本研究では Sugawara et al.4)に倣い，2.5 に設定した．掃流

砂による海底地盤高の変化は次式により求めた． 

𝜕𝑍𝐵

𝜕𝑡
+

1

1 − 𝜆
(

𝜕𝑄𝐵𝑥

𝜕𝑥
+

𝜕𝑄𝐵𝑦

𝜕𝑦
+ 𝑤𝑒𝑥) = 0 

(6) 

ここに， 𝜆は砂粒子の間隙率である． 𝑤𝑒𝑥は浮遊砂と掃流砂の交換量を表し，以下の式により求められる． 
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𝑤𝑒𝑥 = 𝛽√𝑠𝑔𝑑(𝜏∗ − 𝜏𝑐𝑟)2 − 𝑤𝑜𝐶 (7) 

ここに，𝛽 = 9.0 × 10−5は巻き上げ砂量係数)，𝐶は浮遊砂濃度である．𝑤𝑜は底質の沈降速度で，本研究では Rubey

の沈降速度式 8)により求めた． 

浮遊砂濃度は次式の拡散方程式により求めた． 
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高橋モデルは非平衡状態を前提としており，浮遊砂が海底より無限に供給される場合がある．このような現象を防

ぐために，水中に存在できる浮遊砂量の上限値を設ける必要があり，この値を飽和浮遊砂濃度という．飽和浮遊砂

濃度について定量的な知見はほとんどなく，経験的に 0.01kg/m3で与えられている場合が多い（例えば，有光ら 5)，

近藤ら 10））．本研究でもこの値を用いた． 

(3) 計算領域

計算領域を図 2に示す．計算領域を 810m，270m，90m，30m，10m の 5 段階の格子サイズでネスティング計算

を行い，それぞれの領域で基礎方程式を解いた．計算で用いた標高データおよび防波堤高のデータは内閣府の「南

海トラフ巨大地震モデル検討会」6)のモデルのうち，810m，270m，90m，30m の格子サイズは第 6 系のデータを用

いており，10m の格子サイズは大阪市提供の標高データを用いた．また，本研究では大阪市に最も被害が大きいと

予想される断層モデルケース 56)を用いた．防波堤の影響は津波が防波堤を超えると，防波堤が決壊すると判断さ

れ，その後防波堤なしとして計算される． 

図 2．計算領域 

3. 計算結果

(1) 津波伝播計算の検証

図 3．水面変動の時系列変化 
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 南海トラフ巨大地震モデル検討会 6)は断層モデル毎に様々な地点において水面変動の時系列の推算結果を公表

している．当検討会が公表している大阪および阪南港の水面変動の時系列と本研究による計算結果の比較を図 3に

示す．両者の整合性は良好であると判断される． 

(2) 浮遊砂の流れ

(a) 格子サイズ 90 m (b) 格子サイズ 10 m

図 4．浮遊砂濃度および線流量ベクトルの分布図 (120 min) 

(a) 格子サイズ 90 m (b) 格子サイズ 10 m

図 5．浮遊砂濃度および線流量ベクトルの分布図 (150 min) 

 図 4および図 5は線流量ベクトルおよび浮遊砂濃度の分布図を示している．図 4は津波発生から 120 分後の線

流量ベクトルおよび浮遊砂濃度の分布を示したものであり，津波第 1 波が大阪湾奥部に到達した直後の押し波時

の状況を示している．同図(a)より，湾央部では浮遊砂濃度が低く，湾奥部や東部沿岸区域では，有意な浮遊砂濃

度が見られることがわかる．同図(b)の大阪港海域では，淀川，安治川，木津川などの河口および埋立地周辺に浮

遊砂濃度の高い箇所が見られる．図 5 は津波発生から 150 分後で，津波第一波の引きが発生している時点の結果

を示したものである．同図(a)と図 4(a)を比較すると，局所的に浮遊砂濃度の高い領域が広がっている海域も見ら

れるが，大きな差違は見られない．一方，両図(b)を比較すると，150 分後の河道内の浮遊砂濃度は 120 分後のそ

れよりも高く広範囲に及んでいることがわかる．また，埋め立て造成地間の水路においても浮遊砂濃度の高い領域
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が大きく広がっていることがわかる．さらに，陸域浸水箇所では 0.003kg/m3 程度の浮遊砂濃度が出現していること

がわかる． 

(3) 陸上に堆積した土砂と津波の流れとの関係

(a) PA地点 (b) PY地点

図 6．流速，浮遊砂濃度および層厚の変化の時系列 

図 6は図 7にマーク（☆・〇）されている箇所の浮遊砂濃度，堆積厚の変化および流速の時系列を示している．

同図では浸食は正の値，堆積は負の値として示している．同図(a)より PA1 地点では津波発生約 120 分後に津波の

第 1 波が到達し，流速が速くなるに伴って，浸食が発生し浮遊砂濃度が上昇し飽和浮遊砂濃度に達することがわか

る．約 150 分後には引き波が発生し，流速が低下しはじめ，それに伴って浮遊砂濃度はやや低下して海底地盤の浸

食も止まることがわかる．しかし，引き波によって流速が再び早速くなると，浮遊砂濃度はすぐに飽和浮遊砂濃度

に回復し，海底地盤の浸食も進行することがわかる．PA1 よりも沖に位置する PA2 地点では，水深が深く流速が

PA1 よりも小さいために海底地盤の浸食はほとんど見られず，第 1 波の引き波以降には，緩やかな土砂堆積が見ら

れることがわかる．PY1 地点でも第 1 波から第 3 波の襲来に伴って大きな浸食が発生するが，約 250 分後の津波

の流速の急激な低下に伴って土砂の沈降による緩やかな堆積傾向が確認できる．PY2 地点では，津波の第 1 波の

到達後の約 1 時間程度（津波発生約 180 分後）までは浸食傾向を示すが，その後は緩やかに土砂が堆積して元の海

底地盤よりも高くなっていることがわかる． 

(a) 対象領域 A (b) 対象領域 B

図 7．陸域における土砂堆積状況(360 min) 
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 図 7 に，津波が発生してから 360 分後における土砂の堆積分布を示す．津波の襲来に伴う安治川底の土砂が巻

き上げられ，巻き上げられた土砂が津波とともに陸域に遡上して堆積し，局所的には 0.10m 以上も堆積すること

がわかる．当該は地域標高が低い海抜ゼロメートル地帯のため，津波の遡上による浸水被害とともに，土砂堆積の

影響を強く受けるものと推定される．同図(b)によれば，大和川の両岸は土砂が堆積する地域はそれほど広くはな

いが，木津川沿岸は土砂の堆積も広範囲に及ぶことがわかる． 

4. まとめ

本研究では，南海トラフ巨大地震津波により輸送された堆積物が陸域にどのような堆積するか検討を行った．上

記で述べた考察から以下のようにまとめる． 

1. 南海トラフ巨大地震津波により，海水が輸送されるが，海底土砂の巻き上がりは湾央部ではあまり発生してお

らず，水深の浅い湾奥部の方が顕著に発生した．

2. 浮遊砂濃度は流速の上昇に伴い上昇し，それと同時に海底の浸食が発生している．しかし，流速が0.7m/sより

も遅い場合，海底の浸食よりも水中の土砂の沈降が卓越し，海底土砂の堆積が発生した．

3. 安治川の北部および正蓮寺川の上流側の陸域は海抜ゼロメートル地帯で標高が低いため，津波の浸水被害を受

けやすい．これにより，津波が遡上するたびに，海底土砂が陸域に堆積し，陸域の被害を拡大させた．
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